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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、
書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載して
おりません。なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無
にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いた
ものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第58回定時株主総会資料

電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

連　結　注　記　表
個　別　注　記　表

（2025年２月１日から2026年１月31日まで）

ミライアル株式会社
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連結注記表

連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等）
１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の状況
①　連結子会社の数 ３社
②　連結子会社の名称 株式会社山城精機製作所

株式会社ミライアル東北
米来迩商貿（上海）有限公司

⑵　非連結子会社の状況
①　非連結子会社の数 １社
②　非連結子会社の名称 株式会社ミライアルリンク
③　連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためです。

２．持分法の適用に関する事項
⑴ 持分法を適用している非連結子会社及び関連会社
　該当事項はありません。

⑵ 持分法を適用していない非連結子会社（株式会社ミライアルリンク）は、当期純損益（持分に見合う
額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす
影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しています。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社である株式会社山城精機製作所、株式会社ミライアル東北、米来迩商貿（上海）有限公司の
決算日は12月31日です。
　連結計算書類作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しています。ただし、１月１日から連
結決算日１月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券
その他有価証券
・市場価格のない株式等　　 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
　以外のもの 平均法により算定）
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
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連結注記表

①　有形固定資産（リース資産
を除く）

建物及び構築物 10年～35年
機械装置及び運搬具 ８年～12年
金型 ２年

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法）を採用しています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　②　無形固定資産（リース資産
を除く）

定額法を採用しています。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可
能期間（５年）に基づいています。

②　棚卸資産
イ．商品及び製品 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
ロ．原材料 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
ハ．仕掛品 主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）
ニ．貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）
⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法

③　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してい
ます。

④　長期前払費用 定額法を採用しています。
⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しています。なお、当連結会計年度に
おいて貸倒実績はなく、貸倒懸念債権等もないため、貸倒引当金を計
上していません。

②　賞与引当金 当社及び連結子会社は従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に
基づき当連結会計年度に見合う額を計上しています。

③　製品保証引当金 製品納入後の補修費用の支出に備えるため、過去の実績率及び個別の
発生見込額を基礎とした見積額を計上しています。

④　受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における
受注契約に係る損失見込額を計上しています。

－ 2 －
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①　退職給付に係る負債の計上
基準

当社及び連結子会社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年
度末における退職給付債務の見込額に基づき、当連結会計年度末に発
生していると認められる額から、年金資産を控除した額を計上してい
ます。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年
度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
います。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定率法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしていま
す。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(５年)による定額法により按分した額を費用処
理することとしています。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果
を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付
に係る調整累計額に計上しています。

⑷　その他連結計算書類作成のための重要な事項

－ 3 －
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②　収益及び費用の計上基準 当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行
義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する
通常の時点）は以下のとおりです。
イ．プラスチック成形事業
プラスチック成形事業においては、主に半導体に関連する商品の
販売、製品の製造及び販売を行っています。このような商品及び
製品の販売については、商品及び製品の支配が顧客に移転したと
判断した時点で履行義務が充足されると判断し収益を認識してい
ます。ただし、国内の販売においては出荷時から当該商品及び製
品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である場合
は、出荷時に収益を認識しています。なお、取引の対価は履行義
務を充足してから概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素
は含まれていません。

ロ．成形機事業
成形機事業においては、成形機、金型の製造及び販売とこれらに
附帯する業務を行っています。成形機及び金型の販売について
は、一定の期間にわたって履行義務が充足されると判断してお
り、期間がごく短いものを除き、顧客に提供する当該履行義務の
充足に係る進捗度に基づき収益を認識しています。履行義務の充
足に係る進捗度の見積り方法については見積総原価に対する発生
原価の割合に基づくインプット法を用いています。なお、これら
の約束した対価の額に重要な金融要素は含まれていないため調整
していません。履行義務に対する対価は、顧客に履行義務を充足
する時点と顧客の支払条件により概ね1年以内に受領していま
す。また、部品の国内販売については、出荷時から当該製品の支
配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であることから、
出荷時に収益を認識しています。取引の対価は履行義務を充足し
てから概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれて
いません。
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繰延税金資産 −千円
繰延税金負債 112,696千円

（会計方針の変更に関する注記）

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日）等を当連結会
計年度の期首から適用しています。法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正に
ついては、2022年改正会計基準第20−３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」とい
う。）第65−２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っています。なお、これによる連結計算書類へ
の影響はありません。

（表示方法に関する注記）
（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において営業外収益のその他に含めておりました受取保険金（前連結会計年度702千円）に
ついては、重要性が高まったため、当連結会計年度においては区分掲記しています。

（会計上の見積りに関する注記）
１．繰延税金資産の回収可能性
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　連結貸借対照表には、同一納税主体間の繰延税金資産と繰延税金負債を相殺した金額を計上して
います。

⑵　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　繰延税金資産の回収可能性は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見
積っており、回収可能と認められない金額については評価性引当金を計上しています。
　当該見積りは、将来の不確実な経済状況の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に
発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類に重要
な影響を与える可能性があります。
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有形固定資産 15,560,375千円
無形固定資産 66,946千円
減損損失 20,903千円

１．有形固定資産の減価償却累計額 17,030,232千円

　受取手形 956千円
　売掛金 2,566,911千円
　契約資産 345,246千円

　受取手形 1,077千円
　電子記録債権 225千円
　電子記録債務 473,782千円

２．固定資産の減損
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

⑵　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　当社グループでは固定資産の減損について、管理会計上使用している事業区分を基礎として製品
の特性等に応じて資産をグルーピングしたうえで減損の兆候の把握を行っています。減損の兆候
は、営業活動から生ずる損益の継続的なマイナス、市場価格の著しい下落に加え、経営環境の著し
い悪化や使用範囲又は方法について回収可能価額を著しく低下させる変化の有無等の観点から把握
を行っています。
　減損の兆候が把握された場合には、事業計画を基礎として、将来に獲得しうるキャッシュ・フロ
ーを見積り、減損損失の認識の判定を実施します。また、減損損失の測定を行う場合には、割引率
等について一定の仮定を設定します。
　これらの見積りは、将来の不確実な経済状況の変動などによって影響を受ける可能性があり、実
際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を
与える可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

　上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれています。

2．受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の残高は、次の
とおりです。

3．連結会計年度末日満期手形等の処理
　期末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しています。
なお、当社及び連結子会社の期末日が金融機関の休日であり、期末日満期手形等の金額は次のとおりで
す。
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場所 用途 種類 減損損失（千円）
熊本県菊池市 遊休資産 金型 20,903

普通株式 10,120,000株

2025年４月24日開催の第57回定時株主総会決議による配当に関する事項
①　配当金の総額 180,662千円
②　１株当たり配当金額 20円
③　基準日 2025年１月31日
④　効力発生日 2025年４月25日
2025年９月８日開催の取締役会決議による配当に関する事項
①　配当金の総額 90,384千円
②　１株当たり配当金額 10円
③　基準日 2025年７月31日
④　効力発生日 2025年10月６日

①　配当金の総額 361,531千円
②　１株当たり配当金額 40円
③　基準日 2026年１月31日
④　効力発生日 2026年４月24日

（連結損益計算書に関する注記）
１．減損損失
　以下の資産グループについて減損損失を計上しています。

　当社グループでは、事業資産については管理会計上の区分を基礎として製品の特性等に応じてグルー
ピングを行っています。また、遊休資産については個別の資産単位でグルーピングを行っています。上
記資産については遊休資産となったため、各資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少価額
を減損損失として特別損失に計上しています。
　なお、減損損失の測定における回収可能価額は使用価値に基づき算定していますが、将来キャッシ
ュ・フローが見込まれないことから、当該資産の帳簿価額の全額を減損損失として計上しています。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における当社の発行済株式の総数

２．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額等

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　2026年４月23日開催予定の第58回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

投資有価証券
その他有価証券 477,470 477,470 -

資　産　計 477,470 477,470 -

区分 当連結会計年度
非上場株式 1,000

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
　当社グループにおける資金運用については、短期的な預金、並びにリスクの低い長期預金等に限定し、
また、資金調達については、銀行借入による方針です。
　営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてい
ます。当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、与信管理規程に基づ
き与信を管理することにより、取引先の信用状況を把握する体制としています。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されていま
す。当該リスクに関しては四半期ごとに時価の把握を行っています。
　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、１年以内の支払期日です。
　また、支払手形及び買掛金、電子記録債権並びに未払法人税等は、流動性リスクに晒されていますが、
当社グループでは各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。

２．金融商品の時価等に関する事項

（注）１．「現金及び預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「電
子記録債務」「未払法人税等」については現金であること、及び短期で決済されるため時価が帳簿価
額に近似するものであることから、注記を省略しています。

（注）２．市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれていません。当該金融商品の連結貸借対照表
計上額は以下のとおりです。

（単位：千円）

－ 8 －
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連結注記表

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 477,470 ― ― 477,470

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しています。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合は、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。

（１）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価算定に係るインプットの説明
その他有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しています。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しています。

－ 9 －
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連結注記表

プラスチック成形事業 成形機事業 合計
一時点で移転される財 11,061,006 389,202 11,450,209
一定の期間にわたり移転される財 10,604 1,111,323 1,121,927
顧客との契約から生じる収益 11,071,611 1,500,525 12,572,137
外部顧客への売上高 11,071,611 1,500,525 12,572,137

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 3,500,233
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 2,723,864
契約資産（期首残高） 145,780
契約資産（期末残高） 345,246
契約負債（期首残高） 488,371
契約負債（期末残高） 112,897

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等）４．
会計方針に関する事項(4)その他連結計算書類作成のための重要な事項②収益及び費用の計上基準」に記載
のとおりです。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の金額を理解するための情報
⑴　契約資産の残高等

（単位：千円）

　契約資産は、一定の期間にわたり履行義務が充足される取引において、進捗度に応じて認識した収益
にかかる未請求の対価に対する権利に関するものです。なお、受領する対価に対する権利が無条件にな
った時点で顧客との契約から生じた債権に振替えられます。
　契約負債は、主に顧客からの前受金に関連するものであり、収益の認識に伴い取り崩されます。当連
結会計年度に認識された収益の額のうち期首残高の契約負債残高に含まれていた額は、488,371千円で
す。

－ 10 －
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連結注記表

当連結会計年度
１年以内 62,639
合計 62,639

１．１株当たり純資産額 2,543円58銭
２．１株当たり当期純利益 67円10銭

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
　当連結会計年度末において、当初に予想される契約期間が１年超の残存履行義務に配分した取引額
は、以下のとおりです。

（単位：千円）

　なお、上記以外の残存履行義務については、主に当初の予想期間が１年以内の契約であるため、実務
上の便法を適用し、当該開示には含めていません。

（１株当たり情報に関する注記）

－ 11 －
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個別注記表

⑴　有形固定資産（リース資産
を除く）

建物 15年～35年
機械装置 ８年
金型 ２年

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法）を採用しています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　⑵　無形固定資産(リース資産
を除く)

定額法を採用しています。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可
能期間（５年）に基づいています。

個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券
①　子会社株式 移動平均法による原価法
②　その他有価証券
・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却価格は移動
　以外のもの　　　　 平均法により算定）
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

⑵　棚卸資産
①　商品及び製品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）
②　原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）
③　仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）
④　貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）
２．固定資産の減価償却の方法

⑶　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してい
ます。

⑷　長期前払費用 定額法を採用しています。

－ 12 －
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個別注記表

収益の計上基準 当社は、主に半導体に関連する商品の販売、製品の製造及び販売を行
っています。このような商品及び製品の販売については、商品及び製
品の支配が顧客に移転したと判断した時点で履行義務が充足されると
判断し収益を認識しています。ただし、国内の販売においては出荷時
から当該商品及び製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の
期間である場合は、出荷時に収益を認識しています。なお、取引の対
価は履行義務を充足してから概ね１年以内に受領しており、重要な金
融要素は含まれていません。

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しています。なお、当事業年度におい
て貸倒実績はなく、貸倒懸念債権等もないため、貸倒引当金を計上し
ていません。

⑵　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に見
合う額を計上しています。

⑶　受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注
契約に係る損失見込額を計上しています。

⑷　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき、当事業年度末に発生していると認められる額か
ら、年金資産を控除した額を計上しています。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっていま
す。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）により定率法により按分した額を
それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしています。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(５年)による定額法により按分した額を費用処
理することとしています。

４．重要な収益及び費用の計上基準
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個別注記表

繰延税金負債 65,354千円

有形固定資産 14,904,445千円
無形固定資産 50,066千円
減損損失 20,903千円

５．その他計算書類作成のための基本となる事項
退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未

処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理
の方法と異なっています。

（会計方針の変更に関する注記）
(法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用)
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号2022年10月28日)等を当事業年度
の期首から適用しています。法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正について
は、2022年改正会計基準第20−３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第
65−２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っています。なお、これによる計算書類への影響はあり
ません。

（会計上の見積りに関する注記）
１．繰延税金資産の回収可能性
　⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

　　　　　貸借対照表には、繰延税金資産と繰延税金負債を相殺した金額を計上しています。
　⑵　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　　　　詳細は「連結注記表　（会計上の見積りに関する注記）１．繰延税金資産の回収可能性」に記載

のとおりです。

２．固定資産の減損
　⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

　⑵　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　　　　詳細は「連結注記表　（会計上の見積りに関する注記）２．固定資産の減損」に記載のとおりで

す。
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個別注記表

短期金銭債権 10,610千円
短期金銭債務 100,435千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 15,011,465千円

営業取引（収入分） 6,090千円
営業取引（支出分） 487,669千円
営業取引以外の取引（収入分） 44,616千円
営業取引以外の取引（支出分） 60,000千円

当事業年度末日における自己株式の数 1,081,705株

（貸借対照表に関する注記）
１．関係会社に対する金銭債権債務

上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれています。

（損益計算書に関する注記）
関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

（株主資本等変動計算書に関する注記）
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個別注記表

繰延税金資産
未払事業税 2,843千円
賞与引当金損金算入限度超過額 54,870千円
棚卸資産償却額否認 25,821千円
退職給付引当金超過額 60,718千円
減損損失 150,734千円
関係会社株式 245,773千円
資産除去債務 71,440千円
その他 71,729千円
繰延税金資産計 683,931千円
評価性引当額 △539,269千円
繰延税金負債
未収事業税 △2,648千円
資産除去債務に対応する除去費用 △42,867千円
その他有価証券評価差額金 △49,894千円
圧縮積立金 △114,605千円
繰延税金負債計 △210,016千円
繰延税金資産の純額 △65,354千円

１．１株当たり純資産額 2,397円68銭
２．１株当たり当期純利益 55円44銭

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（収益認識に関する注記）
　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　（収益認識に関する注記）」に同一の内容を記
載しているため、注記を省略しています。

（１株当たり情報に関する注記）
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